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 タンザニア国（以下、「タ」国）では、全長約 85,000km と言われる道路ネットワークの

うち、舗装されている区間はその 5%に過ぎず、また、約 50,000km の地方道路においては、

資金不足等の理由から維持管理が行き届いておらず、通行状態が良好であるとされている

区間はその 10％に満たない状況にあります。 

 

このような状況下で、LBT(Labour Based Technology)を活用した道路開発・維持管理の

有用性が指摘されており、今般、日本国政府は、タンザニア国の要請に基づき、LBT の研修

実施機関である同国インフラ開発省適正技術研修所の実施能力強化にかかる技術協力を実

施することを決定し、国際協力機構がこの協力を実施することと致しました。 

 

 当機構では、プロジェクト実施に先立ち、本件協力を円滑かつ効果的に進めるため、平

成 17 年 11 月 14 日から同年 12 月 13 日までの 30 日間にわたり、当機構タンザニア事務所

次長高橋直樹を団長とする事前評価調査を実施しました。 

 

 調査団は、本件の背景を確認すると共ともにタンザニア国政府の意向を聴取し、かつ現

地踏査の結果を踏まえ、本格協力に関する協議議事録（M/M）に署名しました。 

 

 また、この結果を踏まえて、当機構タンザニア事務所を中心に先方と協議を重ね、平成

18 年 3 月 1日には、タンザニア事務所長小幡俊弘が討議議事録（R/D）に署名しました。 

 

 本報告書は、事前評価調査及び R/D 協議の結果を取りまとめるとともに、引き続き実施

を予定している本格協力に資するためのものです。 

 

 終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げま

す。 

 

平成 18 年 3 月  

 

独立行政法人国際協力機構 

理事 松岡 和久 
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タンザニア連合共和国 基礎情報 

■ 首都：ドドマ（ダルエスサラームが実質的な首都機能を果たす） ■ 言語：スワヒリ語（国語）・英語（公用語・公文書） 
■ 面積：94.51 万 k ㎡（日本の約 2.55 倍）  ■ 人口：3,590 万人（2003 年世銀） 
■ 平均人口増加率：2.0%（2003 年世銀推定値） 
■ 経済指標：GNI（国民総所得）1億 700 万ドル（300 ドル/人、2003 年世銀） 
         GDP構成比：農業 45.0%・工業 16.4%・サービス38.6% 
■ 社会状況：宗教：イスラム教（31％）・キリスト教（25％）・伝統宗教（44％）、平均寿命：42.7 才、 
         5 才以下死亡率：165 人／1,000 人当たり、15 才以上の識字率：男性 85.2%女性 69.2% 
■ 自然状況：対象地域の気候：熱帯性乾燥気候、年間降雨量：800～1,000mm、雨期：11月～翌年 5月 
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第1章 事前調査団の派遣 

1.1 要請の背景 

タンザニア国（以下、「タ」国）では、全長約 85,000km と言われる道路ネットワ

ークのうち、舗装されている区間はその 5%に過ぎず、また、約 50,000km の地方

道路（地方自治体の管轄）においては通行状態が良好であるとされている区間は

10％に満たない。このような状況下で、主に資金不足から維持管理が行き届いて

いない地方道路において、LBT(Labour Based Technology)を活用した道路開発・

維持管理の有用性がこれまでも指摘されていた。LBT とは、必要な場合に軽機材

を投入する以外は人力を利用することを原則とした技術であり、現地資源の最大

限の活用、未習熟労働者の雇用をその特徴とする。 

「タ」国インフラ開発省（Ministry of Infrastructure Development :MOID）が

道路事業における LBT 活用指針を打ち出した 1996 年以降、NGO、世銀、NORAD 

(Norwegian Agency for Development Cooperation)、DANIDA (Danish International 

Aid Agency)等によって LBT が活用され、有用性が確認されるに至ったが、こうし

た活用によって得られた知見は共有されておらず、それぞれのプロジェクトが終

了すると、LBT 活用が普及せずに終わっている。 

MOID は、こうした問題認識の下、2003 年 12 月に LBT の国家的枠組みの設立を目

指し、LBT 政策の策定、LBT にかかる情報センターの設立、及び LBT 研修体制の構

築の３つを構成要素とするプログラム(LBT 適用拡大計画：Taking the use of LBT 

to Scale)を作成し、実施に移すこととした。 

このような背景の下、上記プログラムのうち LBT 研修体制の構築を支援するもの

として、インフラ開発省適正技術研修所（Appropriate Technology Training 

Institute, Ministry of Infrastructure Development：ATTI）の LBT 研修実施能

力強化を目的とした本技術協力プロジェクトへの要請が「タ」国政府によりなさ

れた。 

1.2 調査の目的 

• 要請の背景・目的・内容等の確認 

• 本格協力の実施方法（内容、対象、期間、実施体制等）の確認 

• 事前評価表案・PDM 案等の共同作成による本格協力内容の確認 

• 協議議事録（M/M）協議、署名 

• M/M を踏まえた討議議事録（R/D）協議、署名 

（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄとの調査期間終了後にタンザニア事務所にて実施） 
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1.3 調査団の構成 

No. 氏名 担当分野 所属 

1 高橋直樹 総括 国際協力機構タンザニア事務所次長 

2 老川武志 調査企画 国際協力機構タンザニア事務所所員 

3 伊東正樹 道路開発/研修計画 株式会社オーテーシー 

4 松本彰 評価分析 A&M コンサルタンツ 

 

1.4 調査日程 

平成 17 年 11 月 14 日（月）～平成 17 年 12 月 13 日（火） 

月日 調査行程 滞在地 

11 月１４日（月） AM JICA 事務所にて団内打合せ 

 MoID 地方道路局訪問・協議 

 TANROADS 訪問・協議 

PM NCC 訪問・協議 

 CRB 訪問・協議 

ダルエスサラーム 

11 月 15 日（火） AM TANROADS 技プロ専門家訪問 

 MoID 次官表敬、協議 

PM 関係政府機関及びドナーとの合同協議 

ダルエスサラーム 

11 月 16 日（水） AM ILO 訪問・協議 

 ダルエスサラーム工科大学訪問・協

議 

PM NACTE 訪問・協議 

 ダルエスサラーム大学訪問・協議 

ダルエスサラーム 

11 月 17 日（木） AM 移動（DSM?Morogoro） 

 MWTI 訪問・協議 

PM LBT 道路視察、移動（Morogoro?Dodoma） 

ドドマ 

 

11 月 18 日（金） AM PMO-RALG 訪問・協議 

PM 移動（Dodoma?Iringa） 

イリンガ 

（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ団員のみ） 

11 月 19 日（土） AM 移動（Iringa?Mbeya） 

PM ATTI 視察 

ツクユ 

（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ団員のみ） 

11 月 20 日（日） 資料整理 同上 

11 月 21 日（月）～

22 日（火） 

ATTI 視察及びインタビュー 同上 

11 月 23 日（水）～ ATTI 視察 ツクユ 
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25 日（金） ステークホルダーワークショップ 

M/M 協議 

（JICA 団員合流） 

11 月 26 日（土）～

12 月 5 日（月） 

ATTI との協議及び LBT 施工現場調査 ツクユ 

（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ団員のみ） 

12 月 6 日（火）～ 

7 日（水） 

DSM へ移動 ダルエスサラーム 

12 月 8 日（木）～ 

12 日（月） 

DSM 内での価格調査 

キサラウェの LBT 施工現場視察 

資料作成 

ダルエスサラーム 

12 月 13 日（火） M/M 署名  

 

＊事前評価調査後の R/D 署名までの経過 

月日 項目 備考 

12 月後半～2 月上旬 JICA 内部での事前評価表確定  

3 月 1 日 R/D 署名 JICA 側小幡事務所長 

MoID 側 Kijazi 次官 

 

1.5 主要面談者 

（１） タンザニア側 

ア．Ministry of Infrastructure Development(MOID) 

・ Mr. John W.H. V. Kijazi, Permanent Secretary 

・ Mr. Patrick A. L. Mfugale, Director of Regional Roads 

・ Mr. Raya, Assistant Director of Regional Roads 

・ Mr. Emmanuel W. Raphael, Principal of ATTI 

イ．Prime Minister’s Office Regional Administration and Local Government 

(PMO-RALG) 

・ Mr. Richard Musingi, Director of Regional Administration 

・ Mr. E. A. Fallangyo, Acting Director of Regional Administration 

・ Mr. Rugamganisa Sosthenes, Road Fund Management Unit 

・ Mr. R. S. Lwoga, Village Travel and Transport Programme 

・ Mr. Kyaw H. tweMyaing, Technical Advisor from DANIDA 

・ Mr. Nilson Goodman, Technical Advisor from NORAD 

・ Mr. Akira Sugimoto, Technical Advisor from JICA 
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ウ．Tanzania Roads Agency (TANROADS) 

・ Mr. Boniface H. P. Nyiti, Director of Development 

・ Mr. V. K. Ndyamukama, Director of Maintenance 

・ Mr. Kilenza, Engineer, Maintenance section, Central region in charge 

エ．その他関係機関 

 (University of Dar es Salaam) 

・ Mr. Rena, Professor, Civil Engineering 

(Dar es Salaam Institute of Technology) 

・ Mr. Singo, Head of Civil Engineering Department 

(National Council for Technical Education) 

・ Mr. Timothy N. P. Manyaga, Deputy Secretary, Registration & Accreditation 

・ Mr. Primus D. N. kwera, Deputy Secretary、Information, Research & Development 

(Contractors Registration Board) 

・ Mr. B. C. Muhegi, Registrar & Chief Executive 

・ Mr. Joe. K. Malongo, Asst Registrar, R & D Division 

・ Mr. Magesa, Asst Registrar, Registration Division 

(National Construction Council) 

・ Mr. Ayob Omari Kasuwi, Engineering Management 

(Morogoro Works Technical Institute) 

・ Mr. J．A．Mdei, Principal 

（１） 他ドナー 

・ Mr. Tonny Baek, Counsellor, Royal Danish Embassy 

・ Ms. Britt Hilde Kjolas, First Secretary, Norwegian Embassy 

・ Mr. Soloman Waithaka, World Bank 

（２） 日本側 

１）在タンザニア日本国大使館 

Ø 池田勝也大使 

Ø 原田富雄一等書記官 

２）JICA タンザニア事務所 

Ø 小幡俊弘所長 
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1.6 団長所感 

広大な面積を有するタンザニア国において、幹線道路の舗装率５％、地方道路の

通行可能区間が１０％という状況を踏まえ、道路ネットワークの整備を進めるこ

との意義は高い。 

2005 年 に 策 定さ れ た National Strategy for Growth and Reduction of 

Poverty(NSGRP) においても、「成長とインフラのための開発と能力面の地理的公

平性の促進」、「農村道路の修理を年間 4,500km(2003)から 2010 年までに 15,000km

に増やす」ことなどが目標とされている。農産物のアクセス改善による収益性の

向上、地域住民の教育、水資源、保健医療サービスへのアクセスが改善されるこ

とにもつながる。これらの目標の実現のためには、幹線道路建設に対する無償資

金協力による協力に加え、地方道路整備にかかる人材育成もまた、重要な課題で

ある。 

本件事業では、「地方、地域で入手可能な資源、労働力を公共施設の整備やメン

テナンスに適用する技術である Labour based Technology の普及に必要なキャパ

シティが国家研修機関であるインフラ開発省適正技術研修所に備わる」ことを目

標としている。本格的な幹線道路の整備に平行して、本件事業の成果として、地

方道路における簡易技術の適用、日常の予防保全的な修復に必要な人材の育成が

期待される。実施機関とされるインフラ開発省適正技術研修所では、これまでに

も ILO、NORAD の支援を受け、基礎的な実施体制は整備され、現在でも小規模なが

ら研修が継続している。研修に携わるスタッフの経験は豊富であり、カリキュラ

ム開発においては、現状認識を踏まえた現実的な計画および実施が肝要である。

今後は、同研修所が国家研修機関として認知され、各種人材育成が実施されるた

めの体制整備を行うことが課題とされている。本件事業では、現状の実施体制を

考慮し、研修施設の維持管理、認知度を高めるための広報活動、カリキュラム開

発などを中心に行うこととしている。 

地方道路整備にかかるプログラムは各地で行われており、現状の課題、人材育成

のニーズなどは、これら事業を通じて把握できることもあり、類似事業のレビュ

ーをすることもまた、重要である。 

再三のことながら、NSGRP における「成長とインフラのための開発と能力面の地

理的公平性の促進」の実現のために、本件事業は時機を得たものであり、本件事

業を通じて、タンザニア政府側のイニシアチブを確認しつつ、良質な事業の成果

が発現できることを期待する。 
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1.7 協議概要及び合意事項  

本格協力の実施に係る先方政府C/P機関であるMOID との主な協議結果は以下のと

おり。なお、以下の協議結果は、事前評価調査時の協議に加えて、その後実施さ

れた R/D 協議の内容も反映している。詳細については、最終的に合意された M/M

及び R/D(添付資料 A-1 及び A-2)を参照ありたい。 

（１） プロジェクト名称 

プロジェクトの英文名称については、”Capacity Strengthening of LBT Training 

at ATTI”とすることで双方の合意を得た。 

（２） プロジェクト期間について 

プロジェクト期間は４年間とすることで双方の合意を得た。また、プロジェクト

の開始時期については、暫定的に 2006 年 4 月とした。 

（３） PDM 案 

PDM 案につき双方の合意を得た。PDM の確定については、日本側における詳細検討

及び双方の協議を経て、2006 年 1 月に行うとした。 

（４） 合同調整委員会の設置 

MOID 次官を議長とした合同調整委員会の設置（年１回以上開催）について双方合

意した。同委員会の機能としては、１）年間活動計画の承認、２）プロジェクト

の全般的な進捗及び年間計画の評価、３）プロジェクト実施中に起こる問題につ

いての意見交換及び検討とした。委員会への参加機関については暫定的に合意し

たが、具体的なメンバーについては、今後の協議を踏まえ R/D 時に合意すること

とした。 

（５） タンザニア側投入計画 

タンザニア側は以下の投入を行うことを確認した。 

・ ATTI 及び MoID におけるカウンターパート 

・ プロジェクト実施に必要な土地・施設及び専門家執務室 

・ ATTI 運営に係る経常経費 

・ 資機材、車輌、施設に関する維持管理経費 
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（６） 日本側投入計画 

１）専門家派遣 

日本側は以下の分野に係る専門家の派遣を計画している旨説明した。分野の

構成については、プロジェクト詳細計画の過程で変更がありえる旨伝えた。 

・ 組織運営 

・ カリキュラム開発／教材作成指導 

・ 研修モニタリング・評価 

２）資機材供与、施設整備 

・ 研修実施に必要最低限の資機材を日本側から投入することとし、具体的な

投入機材については R/D において確認することで合意した。 

・ 教室、寮などの施設整備については、原則として日本側の投入の対象とは

しないことで合意した。 

３）研修の実施 

・ 組織運営等マネジメントに関する本俸研修（校長を対象）の実施を計画し

ている旨説明した。 

・ その他 ATTI 講師への研修としては、タンザニア国内での研修（NCC や民

間コンサルタント等他機関からの研修等）を想定しており、先方から要請

のあったケニア等第三国における Certificate 取得のための研修につい

ては、困難な部分が大きい旨説明した。 

（７） R/D の署名 

今後双方にて R/D の内容を確定し次第、JICA タンザニア事務所長及び MOID 次官

との間で R/D に署名することで双方合意した。 

1.8 関係機関との協議・現場調査結果 

関係機関との協議結果については、添付資料 A-3 の協議録に、現地視察結果につ

いては A-4 の現場調査録にまとめてあるところ、右参照ありたい。 
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第2章 タンザニアの道路事情の概括及び LBT活用に関する現状 

2.1 タンザニアの道路の現状 

2.1.1 行政上の道路区分 

タンザニアにおいては、行政上、道路を国道(Trunk：幹線)、州道(Regional)、県

道(District)、都市道路(Urban)、農村道路(Feeder)の５つに分類している。現在、

国道及び州道はインフラ開発省（MOID）、県道以下のいわゆる地方道路は首相府地

方自治庁（PMO-RALG）の管理下におかれている。さらに、国道及び州道の実際の

管理（道路開発及び維持管理）は、MOID 所管の Executive Agency であるタンザ

ニア道路公社（TANROADS）が担当し、県道以下については、各地方自治体（Local 

Government Authorities :LGAs）が担当している。 

2.1.2 道路ネットワーク 

タンザニアの道路ネットワークは、全長 85,000km といわれ、そのうち約 35,000km

が国道及び州道であり、残りの 50,000km が県道以下の地方道路となっている1。 

 

<Road length by Classification>  

Source: Ministry of Communication and Transport, “National Transport Policy” 

 

2.1.3 道路セクターの位置づけ及び概況 

（１） 上位政策における道路セクターの位置づけ 

                                                 
1 2005 年 12 月現在のインフラ開発省の正式発表による。一方で、TANROADS の Road 
Inventory による最新の数字では、幹線道路及び州道は 28,911.98km とされている。 

S/N CLASSIFICATION LENGTH 

(KM) 

%OFTOTA

LLENGTH 

RESPONSIBILITY 

1 Trunk Roads 10,300 12.12% MoID(TANROADS) 

2 Regional Roads 24,700 29.06% MoID(TANROADS) 

3 District Roads 20,000 23.53% PMO-RALG(LGAs) 

4 Urban Roads 2,450 2.88% PMO-RALG(LGAs) 

5 Community/Feeder 

Roads 

27,550 32.41% PMO-RALG(LGAs) 

 TOTAL 85,000 100%  
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タンザニアの中期的国歌開発計画を定めた Tanzania Development Vision 2025 に

おいては、”適当な量のインフラストラクチャーの整備が優先される全セクター

の開発に資する”とあり、特に道路に関しては地域開発の重要なツールとして位

置づけられている。また、2005 年に策定された NSGRP(National Strategy for 

Growth and Reduction of Poverty)においては、地方道路整備に係る具体的な数

値目標が示されている（2010 年までに年間の修復区間を 15,000km 以上とする。

通行可能な道路区間を 75%の水準にする。）他、雇用創出やコミュニティ開発にお

ける地方道路の役割が示されている。 

（２） 道路セクター改革 

タンザニアでは 1990 年代後半から、道路の効果的・効率的なマネージメントの実

現に向けて構造改革が進められている。1998 年には、燃料税、通行料金、重量超

過料金、重車輌免許費からなる道路特定財源（Road Fund）2を一元的に管理する

ために Roads Fund Board(RFB)が設立され、さらに 2000 年には、幹線道路及び州

道の管理のために TANROADS が設立された。これにより、インフラ開発省は、政策

策定、標準及び仕様の設定及びモニタリング・規制機能に特化することとなって

いる。この構造改革により、道路財政及び道路の維持管理は大きく改善しており、

今後も更なる改善が期待されている。なお、現在はこれらの諸改革の動きを反映

した新たな道路法（Roads Act）を制定すべく3、政府及びドナー間で協議が行わ

れているところである。 

（３） 道路セクターに係る予算 

タンザニアの道路の開発・維持管理に係る経費については、一般財源からの政府

予算、道路特定財源、ドナー支援の３つに大別される。道路特定財源については、

RFB を通じ、その 63%を幹線道路及び州道の維持管理経費として TANROADS に、7%

を幹線道路及び州道の開発経費として MOID に、残りの 30%を地方道路の開発・維

持管理経費として配分されている。各配分先は、RFB との間に Performance 

Agreement を締結し、それに沿った経費の執行が求められる。なお、RFB の設立以

降、道路特定財源の収入は順調に増加しているが、実際に需要とは引き続き大き

なギャップがあり、現在の財源でも必要経費の50%にも満たないと言われている。 

 

 

 
                                                 
2 04/05 年度の実績では、燃料税が全体の 92.7%を占めている。 
3 現行の道路法（The Highway Ordinance）は 1969 年に改定されたものであり、その後の
道路ネットワークの拡張や RFB、TANROADS の設立などを反映させる必要がある。 
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<Allocation of Road Fund> 

 

 

 

 

 

 

 

Source: PMO-RALG, “National Rural Transport Programme Proposal Report” 

（４） 道路セクターにおける主なイニシアティブ・計画 

ア．10 Years Road Sector Development Programme (10YRSDP) 

世界銀行の調査により策定されたMOIDによる2001年から2010年までの幹線道路

及び州道に係る開発計画である。対象地域は本土及びザンジバルとなる。道路行

政の組織改革及び対象道路の開発及び維持計画のコンポーネントから成り立って

いるが、プログラム開始の遅れ、資金不足等から当初の計画の変更を余儀なくさ

れており、現在 2006 年から 2010 年に係るプログラムの見直しが行われていると

ころである。 

イ．National Rural Transport Programme (NRTP) 

ノルウェーの支援を受けた PMO-RALG による地方道路に係る包括的計画であり、２

年間の準備期間とその後に続く実施フェーズ１及び２（それぞれ５年間）から成

る。2005 年 12 月現在、準備期間の１年目であり、今後詳細な中身が確定される

予定。準備期間については、ノルウェーが全面的に資金的なサポートを行ない、

実施フェーズについては、他ドナーからの支援を呼びかけている。コンポーネン

トとしては、１）中央・州・地方自治体の能力強化を中心とした“Institutional 

Capacity Development Building Component”及び ２)国家政策及び戦略の作成、

道路インベントリーの整備、道路事業の実施等からなる“Rural Transport 

Component”から成る。Phase1 の 5 年間だけで、1,900km の道路の舗装化等の計画

を掲げており、必要経費は同 5 年間で約 500 億円と推定されている。 

 

PMO-RALG 
(retains 1% of 
allocation) for 

operational costs 
at HQ) 

ROAD FUND 
(excluding the Board’s 

operating costs) 
MoID 

(for Development 
projects) 

Local Authorities TANROADS 

29% 

30% 7% 

63% 
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2.2 地方道路整備の現状と課題 

2.2.1 地方道路の現状 

上述のとおり、一般的に県道(District)、都市道路(Urban)、農村道路(Feeder)

の３つを総称して地方道路（Rural Road）と称しており、PMO-RALG が管轄、実際

の管理は各 LGAs となる。地方道路は、その整備がタンザニアの国家開発に向けた

大きな課題である農業活動の促進や貧困層の生活向上に直接影響を及ぼすもので

あることから、極めて重要視されており、既述のとおり NSGRP においても具体的

な指標とともに言及されている。地方道路のネットワークは 50,000km と言われ、

下表のとおり、舗装されているのは 500km と僅か 1%に過ぎず、また、75-85%が

rehabilitation や spot improvement が必要な”poor condition”とされている

（2003.12）。 

<LGAs' Roads Network> 

Road Paved(km) Unpaved(km) TOTAL(km) 
District 0 20,000 20,000 
Feeder 0 27,550 27,550 
Urban 485 1,965 2,450 

TOTAL 485 49,515 50,000 

Source: PMO-RALG, “National Rural Transport Programme Proposal Report ”  

2.3 地方道路整備の財源 

地方道路に係る財源は、道路特定財源（RF）とドナーからの支援に大別される。

RF については、全体額の 30%が PMO-RALG を通じて各 LGAs に配分され、PMO-RALG

及び LGAs は、RFB との Performance Agreement に基づき執行することとなってい

る。この配分額の 90%以上は維持管理に使用されなくてはならず、残りの 10%以下

が道路開発に使用可能となる。ドナーからの支援については、以下に述べるよう

な各種地方道路開発プログラムに対して実施されている。 

2.4 地方道路整備に関する各種プログラム 

（１） Area-Based District Roads Development Programmes (DRDP) 

ドナーによる特定の県（District）に対する直接的な道路開発支援プログラムの

総称であり、過去には多くのドナーがこの形態による支援を行ってきた。道路開

発・維持管理の実施に加えて、県のキャパシティ・ビルディングが含まれており、

施設整備や機材供与、調達制度の改善、民間コントラクターの育成等が行われて

いる。このプログラムのコンポーネントとして LBT の活用が組み込まれているケ

ースが多く、タンザニアにおける LBT を活用した地方道路の整備の多くは、DRDP

によるドナー支援の一環として行われてきた。昨今では、道路セクターにおける
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プログラムアプローチの考え方の進展により、特定の県のみに裨益する DRDP は縮

小してきており、現在では２つの DRDP のみが行われている4。 

（２） Village Travel and Transport Programme (VTTP) 

村レベルにおける人々の移動に費やす時間及び労力を軽減することを目的とした

プログラムで、１）コミュニティ道路や歩道等の整備する Direct Transport 

Intervention、２）井戸掘りなどの Non Transport Intervention、３）ロバや自

転車の活用による Intermediate Means of Transport という３つのコンポーネン

トから成る。1994 年に NORAD、DANIDA、FINIDA、SDC、WB の支援により７つの県

においてパイロット的に開始され、現在このパイロット県の経験を踏まえ全国展

開することが目指されており、パイロット県での経験を踏まえたマニュアルを整

備しているところである。 

（３） National Rural Transport Programme (NRTP) 

ノルウェーの支援を受けた PMO-RALG による地方道路に係る包括的計画であり、２

年間の準備期間とその後に続く実施フェーズ１及び２（それぞれ５年間）から成

る。2005 年 12 月現在、準備期間の１年目であり、今後詳細な中身が確定される

予定。準備期間については、ノルウェーが全面的に資金的なサポートを行ない、

実施フェーズについては、他ドナーからの支援を呼びかけている。コンポーネン

トとしては、PMO-RALG、州及び県の各レベルにおける能力強化を目指す

Institutional Capacity Building と実際の地方におけるアクセスに関する諸々

の活動（地方道路整備に国レベル、県レベルでのマスタープラン作成、修復・維

持管理の実践、適正技術の選択等）係るを含んだ Rural Transport Component の

二つからなり、後者における適正技術の選択に関し LBT の活用が言及されている。 

2.5 Labour Based Technology（LBT）活用に係る経緯、現状及び課題 

2.5.1 LBT 活用に係る経緯 

（１） LBT の背景 

Labour Based Technology(LBT)は、かつて被植民地であった頃の負の遺産を抱え

つつ、財政力、技術力に乏しいまま、否応無くモータリゼーションや経済のグロ

ーバリゼーション化への対応をも迫られ、地方道路網の整備が急務であった開発

                                                 
4 １つは 2005 年で終了するムワンザ州に対する UNCDF/UNDP 及び NORWAY による Support to 
Decentralization Programme(SDP)、もう１つは DENMARKによる Road Sector Programme 
Support(RSRS)であり、1997 年以降実施されてきており、フェーズ３として 2006-2010 が実施されるこ
とが決定されている。 
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途上国において、先進国で一般化した大型機械施工に替わる代替施工技術として

認識されるようになった。 

先進国においては、産業革命以降交通機関の発達とあいまって、国内流通の促進、

中央政府の効率的統治をもとめて道路及び鉄道の整備が主要都市間で進められた。

引き続いて、主要な幹線、広域道路、域内道路が建設され、急速に道路交通網の

整備が進んだ。開発は、潜在的に経済発展の可能性を有した地域が先行したが、

20 世紀中頃には、殆どの先進国の道路交通網は整備された。 

一方、開発途上国では、殆どの国々が元植民地であり、鉄道と道路は基本的に軍

事目的や搾取の道具であった。その建設の目的は（一次産品等の）資源をできる

だけ速やか、かつ能率的に船積し、国外に持ち出すことであった。道路は未発達

で、輸出・入は主に鉄道によって行われ、資源産出地の物資を海外へ運ぶ業者が

待つ港まで直送されていた。途上国（殖民地）の道路建設は、本質的に植民地経

済の要求に基づくものであり、重要な都市を結び統治の効率をあげることが目的

であった。途上国人口の多くを抱える殆どの地方（未開発地域）は顧みられるこ

ともなく、国レベルの経済活動から隔離されてきた。 

同様に、鉄道と道路建設に使われる技術についても、先進国と途上国では大きな

違いがあった。先進国では、労働コストの上昇と機械の普及に伴い人力主体の技

術から機械を用いる技術へと次第に変わっていったが、途上国ではそのような段

階的な進化は見られなかった。 

道路開発に係る先進国の技術者は、機械施工技術を優れたものと評価し、苦役労

働を伴う人力主体の施工技術は、前近代的で、施工速度も劣るものと考えていた。

しかし、先進国で人力が機械に置き換わった理由は、初期の段階において安価で

たやすく調達できた労働者(奴隷を含む)が、人権意識の高まりや他産業への移動

による人手不足に影響された人件費の高騰に対応した結果であった。 

近年工業製品、燃料やスペアパーツは高騰し、途上国における輸入債務の主要部

分を占めており、債務が途上国の発展を妨げる要因ともなっている。このような

状況の下で途上国の道路開発に多くの外貨使用が避けられない機械主体の技術を

適用することの妥当性の検証が必要となっている。途上国政府にとって国民の福

祉向上と経済発展が不可欠な政策であり、交通網整備はそれを具体化する事業の

一つである。植民地時代は、宗主国への交易ルートに優先権が与えられたが、独

立に伴う近隣国への輸送ルートの確保が、国際物流の発達を促し、途上（辺境）

地域の経済的な強化と先進国への依存体質の改善にも貢献している。 
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1990 年代以降、一般的に途上国の道路網の状態は悪く、さらに劣悪化している。

独立後の道路建設のブームが 1960 年代～1970 年代にあったが、そこで作られた

道路施設は 80 年代において十分にメンテナンスされなかった。それらは補修と改

良を要するまで劣化、老朽化しているが、少ない人口と小さな財政規模で膨大な

費用を賄えるものではなく、既存道路の維持さえも満足にできていない。これに

より、近年の途上国における地方行政（及び海外ドナーの支援による）に係る予

算配分（傾向）は、既存道路の改修と維持管理に重点が置かれている。 

途上国の土木技術者は、専門学校や大学において先進国で流布している教科書（又

はその翻訳版）を使い、先進国同様のカリキュラムによる授業を受けている。先

進国の先端技術を学ぶことに熱心で、必ずしも自分達の国にとって必要不可欠と

は限らない技術や知識の習得を続けている。途上国の道路環境はそれぞれ事情が

大きく異なる。一般に道路の裨益効果は、人口密度さらに交通の流れに直接依存

するが、特にアフリカの途上国においては都市間距離、生産地（農場、工場等）

から消費者までの距離が遠く、人口当たりの建設費、維持管理費は高くなる。ま

た、潜在的な資源（物的、人的）は豊富であるがまだ有効に利用できていない。

先進国では既に手遅れとなり、回復に多大な努力が必要な環境問題についても、

途上国では回避できる可能性が残されている。土木工学の基礎的知識獲得と同時

にそれを個々の現場に応用する能力、技術の獲得が必要である。途上国の土木技

術者には道路建設に係る計画や建設、改修、維持管理の各場面において、それぞ

れの国の実情に応じた適正な技術の研究・開発、適用が求められている。 

インフラ整備に係る LBT は、施工計画時における機械施工の技術的な代替案とし

てどのような現場（途上国に限らず）にも常に可能性として考えられることが出

来る。先進国では、土木事業における絶対的な人件費の上昇と相対的な機械施工

単価の低下が進み、また、産業構造の変化から土木事業が雇用対策とも考えられ

なくなった結果、資本主義の経済効率的な判断基準の下で LBT は機械施工の補助

労働となっていった。一方、貧困削減に苦しむ途上国では、LBT が注目され、サ

ブサハラのアフリカ南部地域でも 20 年程前から道路工事に使われてきた。LBT 適

用により、機械施工と同等な品質の敷砂利道路を建設するだけでなく、経済に裨

益する方法で地域の雇用機会を創出し、貿易収支の改善、現金収入を確保すると

ともに、持続的なメンテナンスにも使える道路建設に係る知識の普及や環境への

影響の軽減が図られたと評価される事例も多い。 

現在 LBT は、International Labour Organization(ILO)により理論が一般化され、

その実証的な事業が実施されるとともに、実証事業を経験した技術者等による新

規 LBT 事業の展開が見られる。ILO は、先進国にとって機械施工への過度的技術
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でしかなく、その解釈や方法が無数にあった LBT を、途上国の地方道路のための

維持管理、補修技術の面から整理し、技術の定義とマニュアルの作成を通じて適

正技術のあり方を示した。また、ILO は、途上国政府や各ドナーとの協働による

建設分野のインフラ整備における LBT 適用の拡大を積極的に支援しており、適用

事業拡大のための啓蒙や普及活動、施工機材や契約図書の開発、労働環境の改善

を進めている。 

本案件に係るMoIDが進めるATTIの能力強化についてもUNDPに支援されたムワン

ザでの LBT プロジェクトの教訓等の流れから生まれたものと考えられる（④参照）。 

（２） LBT の定義（ILO による） 

LBT は、地方、地域で入手可能な資源や労働力を公共施設の整備やメンテナンス

に適用する。様々な工程において経済効率的な手法に基づく適正な品質を確保し

た構築物の建設が求められる。LBT 適用は、人力による作業を優先しつつも、コ

ストや品質の確保において必要な場合は人力と機械の融合を図る。たとえば、人

力では困難な長距離の運搬、締固め、或いは高い精度の舗装工事などがこれにあ

たる。LBT の課題は、このように品質の確保と経済効率性を踏まえ労働力を優先

的な資源とし、柔軟で最適な方法で使用することである。 

これは、人力の優先（最適）使用と、最大利用（非効率的でもある）とを区別す

る重要な視点である。後者は、雇用と収入の創出が最優先される建設工事の中で

発生する。この中には一時的で品質や生産性が一般に低い災害援助や自給食料の

生産が含まれる。 

ILO は、経済効率性と品質の確保の視点を欠いた「雇用創出のための事業」では

ない、人力の優先による持続的な LBT 手法の適用を強調している。 

（３） LBT における（労働集約的投資による）雇用創出側面 

LBT を経済効率的な技術的側面から評価するばかりではなく、雇用の創出や現金

収入の確保といった、貧困削減の面から評価する立場もある。 

貧困にあえぐ国々にとって、まず必要なことは、国民に働く（現金収入を得る）

機会を提供することである。このような国でも、そのインフラ整備に LBT を導入

することによって、最低限の収入を伴う雇用をある程度確保することが実際に可

能となる（この LBT は、1970 年代から ILO において定式化され、アフリカやアジ

アの低開発国、開発途上国で導入され、道路、橋、灌漑設備等の建設、補修工事

を通じて臨時的な雇用を創出する手段として実績を上げてきた）。通常の機械集約

的な手法と、この労働集約的な手法とを道路建設の場合で比較すると、総投資額
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のうち、労働に割り振られる額が、前者では 10％程度であるのに対して、後者で

は 50～60％にもなるのである。 

LBT は、一方で、それが開発された 20 数年前に比べて、今日よりいっそう雇用創

出の具体的手段としての有用性を増してきている。その大きな要因は、この間機

械・設備の価格が概ね 4 倍になっているのに対し、この形態の雇用における実質

労賃が、1 日 1＄～１.5＄というほぼ当時の水準を維持していることである。 

また、平均雇用期間は、年間 100 日程度である。したがって、この形態の雇用創

出は年に、150＄程度の所得転化がなされる、ということを意味している。しかも

わずかな所得移転が、多くの家計を、貧困ライン以上に引き上げる効果をもたら

しているのである。 

アジアの地域では、例えばカンボジアでは、1992 年以降 7 年間において、この LBT

の導入による地方の基盤整備工事を通じ、270 万人/日の雇用創出をしている。な

おその 43％は女性を雇用であった。事業の中心は延べ 475km に及ぶ道路の建設、

維持でもあるが、ユネスコ世界遺産であるアンコールワット史跡の改修工事も含

まれている。 

（４） LBT の技術的な位置付け 

LBT は、土木工学分野のうち、スコップ、鍬、ツルハシ、ハンマー等の手道具に

よる人力施工を主体にしつつも、小排気量の機械や簡易な機材を適宜併用する、

LBT に特化した土木施工の 1 分野である。 

LBT は、大型機械を使用する機械化施工と LBT との差異と得失を十分理解した発

注者や施工業者が、設計、発注、契約、施工、維持管理の各段階で、その経済性

や持続性、裨益、さらに、ジェンダーや HIV 等の社会問題への対応をも配慮して、

それぞれの現場に応じた的確な選択が求められるという特殊性を有する。 

ただし、LBT による施工は、機械化施工とは手法が異なるが、その違いは施工方

法の違いであり、作られる道路の規格や形状、求められる品質に変りはない。安

全管理、品質管理、工程管理、原価管理等 LBT 技術の施工管理技術も、一般的な

土木施工管理技術の範疇を離れるものではない。 

（５） LBT 適用例：UNDP/GoT による SDP（Support to Decentralization Programme） 

SDP 事業は、タンザニア国ムワンザ州において 1997 年から 6 年間実施されたが、

事業の項目として LBT による地方道路と支線道路の維持管理（100ｋｍ）及び改修

（250ｋｍ）が含まれている。 
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貧困撲滅を目的とする事業を通じて 50 万人・日の作業員を雇用し、685 百万

Tshs.(685,000US＄)の収入を地域にもたらした。また、多数の地域で地方政府と

民間の建設業者、コンサルタントが LBT トレーニングを受けた。加えて建設業者

は必要に応じ所有機材の拡充のため必要に応じてローンの便宜が図られた。この

経験は、適正な投入、LBT は貧困撲滅の強力な武器であり、経済発展を加速する

ことが示された。 

SDPの地方道路と支線道路の維持管理及び改修においては同様に、工事契約書類、

ワークショップの開催、経験の共有化、地方道路維持管理組織の開発を通じた LBT

の地位向上が計画されていた。しかし現行制度の中での国家レベルでの LBT の地

位向上については成功しなかった。国家レベルでの LBT の適用方針の形成と個々

の事業への適用結果の追跡については、より上位の計画の中に位置付ける必要が

あることが教訓（後述）として認識された。 

2.5.2 タンザニアにおける LBT 適用の現状と課題 

（１） LBT 適用の現状 

① LBT 適用の現状 

「タ」国では、他の途上国同様これまでも NORAD、DANIDA 等によって LBT が活用

され、その歴史は 20 年に及んでいる。政府は LBT 拡大方針を示しているが、実際

の LBT 適用案件の発注は現場担当者の裁量に任されており、適用の妥当性に係る

検証はされていない。事業実施に際しても LBT 適用工事に係る仕様書、契約書は

未整備で、技術的な管理基準も存在しない。また、工事終了後の工事関係書類の

収集整理・分析が不十分で、個々の経験が一般化出来ていない。 

また、モニタリングや評価の重要性が認識され、ILO の報告書の中でもその必要

性が強調されているが、その手段や方法は制度化されておらず、データは散在し、

分析・評価手法も確立されていない。これまでの経験から得られた教訓としては

以下のようなものがある。 

a. 全国レベルで適用できる LBT が無い。 

b. PMO-RALG、地方政府の計画・発注担当者、MoID、TANROADS、地方政府、各ド

ナー等主要機関相互の LBT に係る意思疎通が図られていない。 

c. 国家機関としての LBT 道路補修、維持管理に係る訓練所、訓練施設が無い。

ただし、トレーニングについては、Norconsult、NCC、FINROADS、SDP により

それぞれ独自のプログラム（統一されていない）により実施されてきた。 

d. LBT に係る適正な契約書類のフォームが無い。 

e. 全国レベルで LBT について技術的な指導ができる機関が無い。 
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② LBT 適用の事例 

キベンガ道路（約 20km）は、イリンガ州、ムフインディ県の県庁所在地より 54km

南東に位置する地方道路である。ATTI から照会された、イリンガ県ムインディ郡

庁道路整備局技師ムグルンゲ氏に現場まで同行していただき、説明を受ける。 

ムグルンゲ氏の担当地区には、既に 6 路線の LBT による改修、維持管理道路があ

るが、当該のキベンガ道路は 3 つの村を経て南部の発電施設に通ずる道路で、以

前機械を使った従来の道路自体は通常の機械施工により作られたが、2004 年道路

ファンドからの予算 300 百万 Tshs.により維持管理（メンテナンス）工事が行わ

れた（ANNEX2 の現地視察結果参照）。 

工事はイリンガ県内 10 社の建設業者に、分割発注され、20 人～30 人/日の作業員

を雇用（1,500Tshs./Day）して行われた。発注方法は、まず公示の段階で業者に

当該工事が LBT 案件であることを示し、関心を示した業者の中から技術レベルと

陣容を考慮して施工区間を指定する。LBT を前提としているため工事の仕様書に

は特に LBT であることを記載することは無い。DANIDA の進めた LBT の講習を含む

実習事業による恩恵も有り、イリンガ県内には現在 20 者の LBT 業者が登録されて

いる。Roads Fund Board の設立により、継続的な予算獲得が可能となり以前は出

来なかった地区道路の計画的なメンテナンスやリハビリ-が可能となり、約 300 百

万Tshs./年が毎年郡に配分され、本年度も23百万Tshs.の予算でMkonge-Lyageya、

Rungemba-Lsalavana に路線の改修を計画している（別添現場調査ワークシート参

照）。 

（２） 課題 

上記の教訓から以下の課題が導かれる。 

a. 全国レベルで適用できる LBT の研究・開発を進める必要がある。 

b. PMO-RALG、地方政府の計画・発注担当者、MoID、TANROADS、地方政府、各ド

ナー等主要機関相互の LBT に係る意思疎通を図る必要がある。 

c. 国家機関としてのLBT道路補修、維持管理に係る訓練所、訓練施設を整備し、

統一されたプログラムにより訓練を実施する必要がある。 

d. LBT に係る適正な契約書類のフォームを検討・作成し、一般化する必要があ

る。 

e. 全国レベルで LBT について技術的な指導ができる機関を創り、人材を育成す

る必要がある。 
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これらの課題は、「タ」国で LBT を適正に適用するためには、標準的な LBT 技術の

研究開発とそれらを実施するための施工基準、仕様書、契約書の整備が必要とさ

れ、また、これらの情報を集中的に管理、受・発信するとともに、関係者相互の

意思（及び意識）確認を促進するハブとしての機関、施設が必要であり、さらに、

政策担当者、発注者、受注業者、コンサルタント、ユーザー（地域住民）それぞ

れの知識や技術、見識を高めるための研修機関が必要であることを示している。 

2.6 我が国及び他ドナーによる協力 

2.6.1 我が国の道路分野における協力 

日本の本分野にかかる協力開始は古く、1960 年代後半から技術協力専門家の派遣

を開始し、1970 年の南岸道路開発計画以降、有償・無償の資金協力を通じて幹線

道路の整備を行っている。従来は公共事業省（現インフラ開発省）がこうした援

助案件を含む道路開発に対して直轄施工を実施していたため、専門家は設計や施

工など直接道路建設に結びつく技術的助言を行ってきた。 

しかしながら、財源不足及び効率改善の観点から道路補修作業を除いて外注する

ことが一般的になったこと、さらには維持管理事業も TANROADS が実施することに

なったことから、専門家の業務は現場技術よりもむしろ道路行政に係る助言や案

件形成に重点がおかれるようになった。現在は 2001 年に業務を終えた専門家を最

後に道路関係の専門家派遣は実施していない。 

現在、国別援助計画の重点分野である「都市部等による基礎インフラ整備等によ

り生活環境改善」に応じて、JICA は「幹線道路網整備プログラム」及び「地方道

路網警備プログラム」の二つのプログラムを設定している。前者については、無

償資金協力による幹線道路開発及び技術協力プロジェクトによる TANROADS の維

持管理能力強化に取り組んでいる。一方、地方道路を対象とする後者については、

本案件が日本としての初めての本格的な協力であり、今後、本案件の経験を生か

しながらさらなる協力の可能性を検討することとなる。 

2.6.2 他ドナーの道路分野における協力 

2006 年 2 月現在、道路セクターにおける主要ドナーは、EU、世銀、ノルウェー、

デンマーク、アフリカ開発銀行(AfDB)及び日本となっている。本セクターにおい

ては、これまで政府側の調整能力不足及びセクターに係る政策・戦略の未整備か

らセクターワイドアプローチに向けた動きは鈍かったが、2006 年 1 月の省庁再編

により、運輸交通を担当する省庁がインフラ開発省に一本化されたことから、今

後はセクター財政支援等の導入も含めたセクターワイドアプローチの強化が図ら

れる見込みである。各ドナーの主たる協力内容については以下のとおり。 



 
 
タンザニア国 LBT 研修能力協力プロジェクト 
事前評価調査・実施能力調査報告書 
 

 20 

（１） EU 

道路セクタードナーの議長として、ドナー全体の調整を行っている。本セクター

に関する制度改革へのインプットに加えて、幹線道路・州道を中心とした開発・

維持管理への協力を主として実施している。地方道路への直接的な関与は少ない。 

（２） 世銀 

道路セクターに留まらず、鉄道、航空、海運、港湾等の運輸交通セクター全体を

視野に入れた協力を行っている唯一のドナーであり、東アフリカにおける域内協

力にも積極的に取り組んでいる。政策策定、制度改革、幹線道路・州道の整備に

対する協力を行う一方で、VTTP を通じた地方道路への支援も行っている。また、

Tanzania Social Action Fund(TASAF)を通じたコミュニティ開発への直接的な支

援を行っており、コミュニティによっては TASAF の資金を地方道路整備に充てて

いる。 

（３） ノルウェー 

長年地方道路に対する協力を中心に実施しており、過去の協力として、RRMP(Rural 

Road Maintenance Projects)やその後継プロジェクトである ATATAP(Appropriate 

Technology Advisory and Training Project)等を実施しており、その中で ATTI

の設立（1993 年、当時は Lushoto と Mbeya の 2 箇所）への支援も行っている。今

後の協力概要を定めた 2009 年までのノルウェー タンザニア間の協力プログラム

においても、地方道路の整備（施工）に加えて、LBT 適用拡大プログラムへの支

援及び National Rural Transport Programme の準備及び実施がうたわれている。

LBT 適用拡大プログラムについては、立ち上げ段階から協力を実施しており、本

案件との関連で言えば最も関係の深いドナーとなる（ATTI のキャパシティビルデ

ィングについては、JICA が支援を行うことで合意済み）。なお、現在 PMO-RALG に

対して地方道路整備に係るアドバイザーを 1 名派遣している。 

（４） デンマーク 

幹線道路、州道整備への協力に加えて、ノルウェー同様地方道路整備に熱心なド

ナーであり、DRDP(District Roads Development Programme)や VTTP を通じた特定

の県に対する直接的な支援をこれまで実施してきている。これらの支援の中でLBT

の適用も実施しているが、ドナーの財政的支援が終了した後の LBT 適用の持続性

が課題として挙げられている。なお、現在 PMO-RALG に対して地方道路整備に係る

アドバイザーを 1 名派遣している。 
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（５） アフリカ開発銀行 

道路ドナーの中では、最も遅くタンザニアへの協力を開始した、幹線道路・州道

路整備を中心に行っており、地方道路整備への関与は少ない。 

（６） その他のドナー 

地方道路に関連するドナーとしては、スイス(SDC)及び米国(USAID)が過去に地方

道路整備に係る支援を行っていたが、いずれも終了済みで両国ともに道路セクタ

ーへの支援は現在は実施していない。また、UNDP が地方分権化と良い統治を支援

する一環として PMO-RALG と協力してムワンザの県道及び農村道路整備に係る支

援を過去に実施している（上述の Support to Decentralization Programme）。 
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第3章 実施機関のキャパシティ分析 

3.1 実施機関の位置づけ、組織及び予算 

3.1.1 ATTI の組織 

（１） 組織概要 

現在 ATTI は、ラファエル校長以下 30 名のスタッフによって LBT 技術の普及と拡

大のための講習と施設運営が行われている。 

組織は校長の下で①訓練・講習部門と、②調達・支援部門とに大きくわかれるが、

現在まとまった組織表や部門内での明確な役割分担表といったものは無い（校長

が作成した将来計画案が有る）。校長の最新案によると、上部に監査役としての運

営委員会をおき、校長、副校長、渉外担当役員三名が組織を統括する。組織は講

習部（部長、計画・調査・評価担当、講義課長、実地訓練課長、カリキュラム作

成課長、モバイルトレーニング課長）、情報・技術及び情報管理部（情報・技術及

び情報管理担当、図書館司書・情報管理担当、情報機器・試験室担当）、輸送部（部

長、ワークショップ長、自動車・バイク・機械担当）、調達部（部長、会計、調達

課長、秘書課長）に整理される予定である（添付資料 A-1 の M/M 別添参照）。 

なお現在、渉外担当役員、計画・調査・評価担当、情報・技術及び情報管理部の

3 名計 5 名は欠員となっている。 

（２） 組織分析 

本調査期間中に SWOT 手法による組織分析を実施した。分析結果については、添付

資料 A-5 参照。 

3.1.2 ATTI の予算 

近年 3 年間に見る ATTI の予算規模は収入、支出とも増加傾向にある。2004/2005

年度（会計年度は 7 月～6 月）の総収入は 160 百万 Tsh(支出内訳は、職員の給料

や施設の経営に必要な経費として 50 百万 Tsh、実習で行う道路建設に伴なう経費

として 110 百万 Tsh)であったが、2005/06 年度の収入見込みは、1,240 百万 Tsh

とおよそ 8 倍になっている。その内訳は、MoID からの予算 400 百万 Tsh、Roads 

Fund から 40 百万 Tsh に加えて、NORAD からの資金援助を 800 百万 Tsh を見込んで

いる。 

昨年度までの支出は収入と同額となっており、予算の変化も収入と同様な傾向を

示している(添付資料 A-6 参照)。 
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3.2 研修策定・実施能力に係る現状及び提言 

3.2.1 ATTI 講習の現状 

（１） 講習用施設概要 

ATTI 施設は、現在幾棟かの老朽化した建物の改修・整備が必要であるが、広い敷

地に十分な広さを確保した研修施設が整っており、今後の研修内容の充実や多様

化、受講生の増加を見込んでも十分賄えるだけの環境を備えている。すでに来客

用の宿泊施設や職員住宅の一部の改修が終わっているが、長期的な改修計画や整

備計画に基づくものではなく、将来を見越した基本的な整備計画も無い。 

施設整備に当たっては、研修計画や施設の配置計画基本計画の確立と基本計画に

基づく計画的な施設整備が求められる。 

① 教室 

現在は、25 人までの受講が可能なスペースと机、椅子を備えた教室が１室有る、

南北両側に広い窓があり採光と通風を確保している。元は、道路工事用現場事務

所の設計や製図のための部屋と思われる縦長（16．5m×6．5m）の部屋に、大型製

図版大の机を二列に並べている。軒高が 2．5m 余りと低いため天井が低く、梁が

間近に見えるが、白ベニヤ板で内装されており圧迫感は無い。暑さ対策として、

天井に扇風機が二台設置されている。 

全てのクラス（講義形式）授業がここで行われ、講義には黒板、フリップチャー

ト、ピンボード（模造紙大の紙を綴じて黒板代わりに水性ペンで書く）、オーバー

ヘッドプロジェクターが使われている。教科書が無いため、授業内容は各講師か

らコピーして手渡されており、そのためのコピーマシンが昨年購入された。プロ

ジェクターが有るが授業に使える小型のパソコンガ無く、また、パワーポイント

等ソフトを使った教材開発が出来ていないため有効に利用されていない。 

なお、パソコンについては、管理棟のパソコン室に 9 台のパソコン（ランでつな

がれた講師用 1 台と生徒用 8 台）が設置されている（詳細は後述）が、これらを

使った講習はまだ行われておらず、インターネットの接続も出来ていないため、

今後の有効利用が待たれている。 

② 図書室 

図書室は教室と同一建物内の西側に接している。小さな部屋（6．5m×5．0m）に

は、教室と同じ机、椅子が 5 台置かれている。自習室としても使われるが、壁際

の小さな書棚には授業の元である LBT のマニュアルや少数の ILO の資料、関連プ
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ロジェクト資料が並べられている。 

所蔵と書類は、図書室、職員室、校長室に分散しているが蔵書目録は無く、図書

を管理する人もいない。現在の図書室は図書の種類、数量とも不足しており、図

書室としての機能を果たしていない。リファレンスシステムの構築と整備計画に

基づく図書収集が必要である。 

③ 講義録の保存 

講義内容や受講者数等の基本的な講義の記録は各講習修了時に整理され、保存図

書室東側の棚に保存されているが、ATTI が実施している全部の講習内容（通常コ

ース及び、特別コース）を網羅する公式なカリキュラムや年次報告はない。 

④ 教科書 

各講習コースに対応した教科書は無く、現在実施中の通常コースでは、ILO の作

成した LBT マニュアルの関連箇所をコピーして配布している。英語で書かれてい

るため、必要によりスワヒリ語の説明も交えた講義が行われる。また、テーラー

メイドの現場監督対象のコースではスワヒリ語のシラバスも作られている。今後、

受講対象者の経験や学歴を踏まえたよりわかり易い教科書の政策やビジュアルな

教材（ビデオやパワーポイント等）の開発が必要である。 

⑤ 事務用機器 

事務、会計処理はパソコンによる処理が進められているが、会計用のソフト（ウ

ィンドーズ 95）やパソコン、プリンターが古く新規に購入される機種との互換性

が無くなっている状態にある。機器の更新やファックスの接続、インターネット

の接続等アクセスと機能の刷新と向上が求められる。 

⑥ 乗用車やバイク等の移動用車両 

ATTI はその立地条件や、講習内容から調達や講師、受講生の移動手段としての車

両が不可欠であるが、殆どの車両は購入後 10 年以上を経過し、エンジン関係を含

む大きなオーバーホールが求められる段階に至っており、通常のメンテナンスで

は維持が困難な状況である。車両（機械一般）は運転と同時に経年的にも消耗し、

機能を失っていく。その価値は原価償却により計られるものである。車両の適正

な維持管理は当然であるが、物理的、経済的に耐用を超えた車両の処分と更新計

画は、健全は ATTI 運営の中に含まれるべき事項である。 

ATTI には現在車両整備を担当する整備士が一名所属するが、ワークショップが無

く、修理用の工具・機材も無い。修理はもっぱら外部からの出張に頼っている。 
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⑦ 実習用資･機材 

実習用資･機材の内トラクター、グレーダー、ローラー等の機械類はその多くが移

動用車両と同様耐用を超えており、更新が必要な状況となっている。機械の適正

な維持管理は当然であるが、物理的、経済的に耐用を超えた車両の処分と更新計

画は、健全な ATTI 運営の中に含まれるべき事項である。 

また、道路工事に不可欠な品質管理の技術や知識を習得するのに必要な、諸測定

器具や資・機材、それらを収納し、実習するためのラボが無い（食堂棟の倉庫に

過去の現場事務所時代に使用されていた 1 軸圧縮試験機等の残骸が残されている

が部品が紛失しており使用できない）。LBT 技術の基本的な解説書である ILO の技

術マニュアルには、品質管理用の資・機材として、コーンペネトロメーター（土

質測定）、コンクリートスランプ試験器具、不陸測定機（簡易な注文制作）を挙げ

ており。これらの整備は必須と考えられる。また、粒度試験、密度試験、圧縮試

験（土、コンクリート）等は LBT といえども土木施工の品質管理には欠かせない

試験であり、これらの試験器具・機材の整備も望まれる。管理体制が整備される

までの応急措置としては、近隣の教育機関や公的試験管理実施機関（ムベア工業

学校やムベア市内の TANROADS 事務所）への見学、実習依頼を検討することが考え

られる。 

校長室の隣の部屋に、作年 8 台の生徒用と 1 台の講師用パソコン（デル社製の同

一機種で、デスクトップタイプ、WindowsXP2002、ハードディスク 74MB、CPU280、

メモリー256MB）が設置され、相互にランで結ばれ、パソコンを使用した授業の体

制が整えられつつある。しかし、現在までインターネット(無線)の接続は実現し

ておらず。パソコン授業用のカリキュラムや教材開発も行われていない。管理や

修理は在庫管理担当の Mr．Michael R. Mtokambali の兼任が予定されている。教

材開発や ATTI ホームページの企画立案等用途や情報収集と発信等可能性は大き

いが、教育と広報の分野で IT の有効活用を図るには現在のスタッフの陣容では困

難といわざるを得ない。また、パソコンのハードウエアーもインターネットや作

図、写真管理等をストレス無く行うには非力で、早晩グレードアップが必要とな

ると予想される。 

（２） 講習概要 

① 教師陣 

ATTIの講師陣は現在校長を含めて3人のトレーニングエンジニアと4人のシニア

インストラクターで構成されている。校長を始めとする 3 人のトレーニングエン

ジニアは、大学で土木工学を学んだ後現場経験を経て LBT 講習を受け LBT の知識

を身につけている。また、シニアインストラクターは皆長い現場経験や教育現場
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での経験を持っている。講師陣は、既存の通常コース（現場技術者対象の道路の

補修と維持管理）や特別コースには十分対応できる能力を備えている。 

今後、講習コースの拡充を図る上で講師陣の能力向上が欠かせないが、各人の適

性や能力を見極め、担当教科を適正に配分するとともに、積極的な人材交流や外

部講師の派遣も考慮されるべきであろう。 

なお、ATTI 校長は、現在もスタッフは不足していると考えており、予算がつき次

第募集することを計画している。 

② 講習コ-スの実施状況と内容 

ATTI ではこれまで、地方政府技術者を対象としたノーマル（通常）コースとファ

ンド出資ドナー等の時々の要請に応じた現在まで行われて来たテイラーメイド

（要請）講習が実施されて来た。1994 年から 2005 年までに実施された講習への

総参加者数は 666 名であった（エンジニア人、技師、現場監督、建設業者、地区

代表の合計）。ただし、多くの地区代表者や労働者代表（Gang Leaders）を始めと

する、地域への定着性の高いユーザー（479 名）に対しては出張講習（モバイル

ユニット）が行われておりムベア ATTI での講習受講者は限られている。ムベア

ATTIでの主要な講習受講者となるノーマル「LBT道路工事」講習への参加者は1994

年から 2000 年まで計8 回の講習に 154 人が参加（19 人/回）している（添付資料

A-7 参照）。 

現在定着している既存コース内容は、現場の技師（専門校修了程度）を対象とす

るコース設定となっており、官庁管理職や官僚、管理技術者、民間のコンサルタ

ント、施工業者等様々なニーズに対応したものでは無い。 

現在行われている既存 8 週間の「技師向け LBT による道路改修」コースの内理論

（教室での講義）では、最初の 4 週間で使用器具/機材 3（時間）、位置の設定 15、

道路改修 14、現場管理 14、道路維持管理 14、契約管理 10、土 4、コンクリート 3、

小規模構造物 4 が実施される（添付資料 A-7 参照）。 

各講義は、校長をはじめとするエンジニアとシニアインストラクター6 名の講師

全員（病欠中の一名を除く）が分担して実施されている。全 4 週間で各自が受け

持つ授業時間の合計は 10 時間から 19 時間（一人平均 14．3 時間）で週平均 3．6

時間となっている。各講師には大変ゆとりのある設定となっている（準備を講義

と同等時間考慮しても最大 10 間の 28%）。 

また、続く 4 週間の現場の実習においては、位置の設定 3（日）、道路改修 12、現

場管理 2、道路維持管理 8、土質工学2 日、コンクリート1 日、小構造物2 日を実
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施する。現場実習中は、講義も無いため基本的に講師は全員が現場に赴くことに

なっている。 

これまでは、MOID関連現場技師を主眼においたコース設定で済まされてきており、

例えば工事の発注者（省庁、地方行政機関）、受注者（コンサルタント、施工業者）

といった契約を介しての事業の進め方についての一般的な知識や管理手法等につ

いては対応してこなかった。今後講習内容の精緻化や多用なニーズへの対応を図

る上で必要なコース数の増加に対応するために、余裕のある時間の見直しと、エ

ンジニアとインストラクターの役割分担の見直しが必要となると同時に、現役講

師陣のスキルアップ、民間からの講師派遣や人事交流等による ATTI の総合的な講

習能力向上が求められる。 

③ 講義録 

基本的な受講者の受講記録は各講習修了時に残され、保存されているが、ATTI が

実施している全部の講習内容（通常コース及び、特別コース）を網羅する公式な

通年のカリキュラムは存在しない。 

3.2.2 ATTI 研修コース計画（案） 

ATTI の現在の講師陣による講習には余裕があるが、最近の LBT 土木技術施工技術

やパソコンを使用した管理技術等新しい技術、情報への対応能力には限界がある。 

基本的には、開発すべき講習コースの種類と内容を検討し、プライオリティーの

設定と現有講師陣の適応可能性を両立する分野からの計画開始が考えられる。 

コース計画としては、現在のコース内容を再点検するとともにニーズの多様化を

踏まえ、地方や都市部のコミュニティーレベルの道路に係る LBT 事業の適正な実

施とそれに必要な技術や知識の習得を目標とした以下のコースが考えられる（添

付資料 A-9 参照）。 

なお、モバイルユニットによる講習を前提とするコースも有るが、現在はそれ用

の資・機材が整備されておらず（ドナーが支援する地方において借用機材を使用

した、モバイルに類する講習はこれでもあった）ATTI 内部の役割分担も決まって

いない。まず、ATTI におけるモバイルユニットの位置付けを明確にし、人員配置

や資・機材のコンポーネントを明確にすることが必要である。 

（１） LBT の啓蒙 

この分野は現在までコース対象とされてこなかった。LBT の拡大には発注者側の

意識向上がまず必要であり、地方行政管や各省官僚への啓蒙活動は重要な分野で

ある。 
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① 地方行政管,DCC関係者及びDC関係者対象の「地方道路工事へのLBT適用」 

② 大臣、局長,各省官僚中堅官僚対象「現地視察」  

③ 一般道路利用者対象「道路建設分野と社会問題（ジェンダーや HIV）」、「交    

通安全」、「交通マナー」  

（２） LBT による道路建設と改修 

現在技師対象の通常コースがあるが、現場監督から設計担当エンジニアまでそれ

ぞれのレベルや要求内容に沿うコース設定が必要である。 

① LB による道路改修(高専卒技師) 

② LB による道路改修(中卒技師、現場監督(Forｍ4 取得者) 

③ LB による道路改修（管理技術者） 

④ 道路改修の設計+入札図書の作成/施工/定期的維持管理（技術者と技師） 

（３） LBT による道路維持管理 

現在技師対象の通常コースがあるが、現場監督から設計担当エンジニアまでそれ

ぞれのレベルや要求内容に沿うコース設定が必要である。  

① LB による道路の維持管理(高卒技師) 

② LB による道路の維持管理(現場監督) 

③ LB による道路維持管理（管理技術者） 

④ アスファルト道路の定期的な補修（技師）  

⑤ 地方道路の管理計画（技術者と技師） 

⑥ 小排水構造物の維持管理（技師） 

（４） 道路構造物  

① 小排水構造物の設計（技術者と技師） 

② 小排水構造物の施工（技師） 

（５） 地域レベルの道路整備  

① 小道と歩道の建設と維持管理（技師） 

②    地区が管理する地方道路の維持管理（地区労働者代表＝GangLeader と地    

区長） 

③      LB 道路と小道の維持管理（地区労働者代表） 

（６） 市街地の道路整備  

市街地における未計画地区道路の建設と改修（現場監督） 
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（７） LB のモニタリングと評価  

① LB による道路工事のモニタリングと評価（技術者と技師） 

② LB による道路工事のモニタリングと評価（省庁官僚、公団、地方職員、

法人関係者） 

（８） 工事契約  

① 応札図書の作成（施工業者/または営業担当者） 

② 道路建設に係る契約管理（施工業者/ユーザー） 

③ 競争契約に係る実地訓練（施工業者とその職員） 

④ LB 施工業者カウンセリング（施工業者とその職員） 

（９） 財務管理・計画  

① リーダーシップ（省庁官僚、公団、地方職員） 

② 財務管理（省庁官僚、公団、地方職員、法人関係者） 

③ IT（コンピューター）活用（地方技術者、技師及び関係） 

(10) コンサルタントの育成  

① アクセス向上のための地方道路交通網計画（コンサルタント）  

② 事業計画（コンサルタント） 

(11) 経営管理 

① 経営管理(施工業者) 

② 経営管理(コンサルタント) 

3.2.3 現状の講習内容に不足する資・機材の充足の必要性 

以下の資機材については現在レベルの講習コースを維持するためにも不足してお

り、充足が必要である。 

① 実技訓練用資・機材 

トラクター、トレイラー、給水車（牽引）、給油車（牽引）、グレーダー（牽引）、

給水ポンプ（小型・過般）、ハンドローラー、ハンドツール 

② ワークショップ 

建物：上屋（基礎、床は既存）、管理室、ガレージ 

機材：溶接機、バッテリー充電器、工具、油圧ジャッキ 

③ 受講生送迎用車両 

4WD ワンボックス、またはワゴン 
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3.2.4 今後のカリキュラムに即した資・機材の整備 

以下の資機材は、今後のカリキュラムやコース設定に伴い充足が必要となる可能

性があるものである。 

① 実技訓練用資・機材 

コンクリートミキサー、小型電気バイブレーター、ヒューム管作成用型枠、カル

バートボックス作成用型枠、小型発電機、品質管理機材（土質調査器：コーンペ

ネトロメーター、コンクリートスランプ試験器、不陸試験器等） 

② モバイルユニット 

モバイルユニットとは、講習希望先に宿泊施設（簡易テントと付属機器）を持参

し、広報・普及活動を含む、校舎内と同様な講義講習と実習を実施するための一

式の資・機材のことであるが、具体的には、トラクター、トレイラー、給水車（牽

引）、給油車（牽引）、グレイダー（牽引）、給水ポンプ（小型・過般）、ハンドロ

ーラー、コンパクター、小型発電機、ハンドツール及び視聴覚機材、スタッフ移

動用車両、キャンプ用資･機材等が挙げられ、ATTI で備えられているものとは別

のセットが必要となる。 

3.3 機材及び施設に係る現状分析及び提言 

3.3.1 ATTI の立地 

ATTI の施設は、ムベアから南東方向にマラウイ国境へ向かう東アフリカ縦貫道路

沿いに在り、ムベア市内に入る手前の交差点からは約 50km、（ATTI からムベア市

内まで車で 1 時間）最寄りのルングエの町から 6km（標高約 1,420m）に位置する。 

一帯は、ルングエ山（火山）の西側裾野に広がる緑豊かな丘陵地帯で、周囲はバ

ナナや紅茶の農園とマツやユーカリ等の高木の林が交互に配置され、サバンナに

属するムベア市内とは全く趣を異にする。道路沿いの市場には、トマト、キャベ

ツ、タマネギ、ジャガイモ等の野菜や、バナナ、アボカド、マンゴ、パッション

フルーツ、パイナップル等の果物が豊富に並び、また穀物では豆類やジャガイモ、

メイズ、米（タンザニアの有力な銘柄ムベア米の中でも殊に品質の高いキクユ米）

等の産地である。 

近郊には火口湖や温泉、滝、自然公園もあり、乾季にも枯れない水量豊かな河川

が多数流れているが、観光地としての開発は進んでいない。 
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3.3.2 ATTI 施設の概要 

（１） 施設の概要 

① 敷地 

敷地は、約 9ha（南北 300ｍ、東西 300m のほぼ正方形で、東（街道に隣接）から

西に緩く傾斜している。現在南西の角の一部 100m×100m が地区の管理となってお

り、現在取得交渉が進んでいる）の敷地中央部から西側に守衛棟、管理棟（校長

室、職員室、会計室、事務室）、教室（図書室、倉庫を含む）、食堂（キッチン、

娯楽室、倉庫を含む）、ドミトリー、資・機材倉庫、車両用ガレージ、来客用施設、

職員住宅が整然と配置されている。敷地の中央には、以前プラントにも利用され

た、小水路が流れ、敷地上流端には旧堰跡が残る。 

施設の敷地、建物多くは 20 年程前まで敷地北側に隣接する幹線道路建設のため工

事用仮設基地（ソゲアキャンプ）として使われていたもので、石積みの塀で仕切

られた東側には撤去されたプラント、倉庫、ワークショップ等の跡地が基礎部分

を残して広がっている（全体の 1/３）。 

北側は西側に隣接する中学校に通ずる道路に接し、南側はバナナの農園に接して

いる。敷地の周囲は古びた高さ 2m 余りの金網で仕切られている。ゲートは北側道

路に添って 3 ヶ所設置されているが、現在東端の一箇所のみが使用されている（別

添資料 3 参照）。 

② 建物 

建物は何れも平屋建てで、ブロック造りの管理等、ゲストハウス、増・改築され

た職員住宅以外の建物の壁は木造である。屋根は切妻、トタン葺（管理棟のみ波

板スレート葺）で、赤や緑のペンキにより塗装されている。 

建物は以下に分類される。 

A 訓練施設 

a. 教室（図書室、倉庫） 

b. 管理棟 

c. 資・機材倉庫 

d. ゲートハウス 

B 生徒用宿泊施設 

a. ドミトリー（15 室、シャワートイレ共同）１棟 

b. 宿舎（8 室、ドミトリーより広く各部屋にシャワー、トイレ付き）1 棟 

c. 食堂 
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C 職員住宅 

a. 来客用宿泊施設（レストハウス、2LDK）1 棟 

b. 校長宿舎 1 棟 

c. 副校長宿舎 1 棟 

d. 職員住宅 10 棟（6 棟はブロック造） 

（２） 施設の現況 

① ブロック（コンクリート）造りの建物 

ブロック造りの建物は、壁内外の再塗装の必要な箇所があるものの、構造的な欠

陥は見られない。屋根は塗装が古くなっているが雨漏りは無いが、良好な現状の

維持するためには屋根の再塗装が必要である。モルタル仕上げの床は、微細なク

ラックが見られるものの欠陥と呼べるものではなく、窓は格子の外側にガラス窓

が取り付けられている。窓枠は鍵の部品が無いものもあるがガラスの欠損は無く、

良好である。殆どのドアはドア部品の欠落を除けば、良好である。 

② 木造の建物 

木造の建物は、コンクリートのベタ基礎の上に外側は黒い塗料で防水処理された

板が張られ、内側は、白い化粧ベニヤ板で張られている。屋根を支える梁や柱等

は比較的良好に保たれているが、外見から、印象を暗くしている。 

屋根は、塗装が古くなっているが雨漏りは無い。現状の維持には屋根の再塗装が

必要である。モルタル仕上げの床は、微細なクラックや仕上げの波打が見られる

ものの欠陥と呼べるものではない。部分的に使用されている集製材の床も概ね良

好に保たれている。窓は格子の外側にガラス窓（シャッター状）が取り付けられ

ている。窓枠は鍵の部品が無いものもあるがガラスの欠損は無く、良好である。

殆どのドアはドア部品の欠落を除けば、良好である。 

（３） 水の供給と配水 

問題構内の水供給については、以前は上流のルンブエの丘にある水源からの水を

そのまま、配水していたため、水が蛇口から出にくかった。２年程前受講生用の

宿舎西側に高架貯配水用タンクを設け水源を公共水道に換えることにより、この

ことは解決した。 

① 排水 

敷地全体に勾配があることや、当地が丘陵地にあることにより、雨水や下水の排

水については問題を生じていない。 
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② 電源 

電気は National Electricity Grid の電気を構内に引き込み､変電して使用してい

る。変圧器、配電盤の設備は古く、老朽化しており、取り替えが必要となってい

る。当地では、停電がしばしば発生し、時には数日間に及ぶこともある。また、

雷も多く発生し、それに伴なう停電も多いが突然の停電への備えは無い。ATTI 校

長からは、非常用自家用発電機の設置の必要性が訴えられた。 

③ 安全管理 

それぞれの建物の各部屋、各建物は施錠が出来敷地内はガードマンにより常時監

視されている。しかし、敷地は広く、敷地を取り囲む仮設施設当時からのものと

思われるフェンスは、古い金網と、小径の鉄パイプにより作られており脆弱であ

る。また、各建物周辺や各通路の夜間照明も十分では無い。 

今後の施設整備と併せてコンクリートの支柱と相応な高さ、太さを有するフェン

ス、夜間照明、ゲート横の警備員詰め所等安全施設の整備が望まれる。 

④ 通信手段 

電話については、携帯電話が使える。FAX の装置はあるものの電話線に接続され

ていない。各棟を結ぶ無線が設置されているが雷により故障したままである。イ

ンターネットはツクユ市内のインターネットショップが最寄である他は、構内で

はまだ使えない。 

3.3.3 施設の利用状況 

（１） 訓練施設 

①教室・図書室棟 

教室は、各講習コースの授業に使われるが、これまでは地方政府の技師対象の講

習コースを中心に講義が行われて来たため、1 コースあたり 5～15 名の受講生に

よる利用があった。講習内容により異なるが、現在の通常コースの場合最大１日

5 時間、週 5 日計 25 時間の利用がなされている。 

今後講習コースが増え、期間が重複する場合は教室が足りなくなる場合も予想さ

れる。 

図書室は、受講生の自習室や小会議室としても利用されるが、机、椅子共に 5 脚

があるだけで数量は不足している。 

なお、教室・図書室東側は LBT 用実習用具（多種類のハンドツール）の倉庫、西

側はトイレ（男女兼用）・物置となっている。 
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②管理棟 

管理棟には校長室、校長秘書室、パソコン教室、職員室（2 室）、会計室、があり、

コピーマシン、机と椅子、書棚、ストッカーが置かれ、現有管理職、トレ－ニン

グエンジニア、インストラクターが同時に利用するときは手狭に感ずる。 

今後施設分散や、拡大の検討が必要となることが予想される。 

③資・機材管理棟（ストール） 

ストールの入り口には軒下にバイクとハンドローラーが雨除け代わりに置かれて

いるが、スペースは十分ではない。ストール内部は 3 区画に分けられ、入り口横

に、クラークの机が有り、左側のドアの奥に調達部長の部屋がある。LBT 関連の

資機材管理はここで行われている。クラーク机の後ろのドアの中が倉庫で、ここ

にもバイクが置かれ、トラクターのタイヤやバイクの修理部品、オイル類、LBT

用の道具類が分類されて置かれている。ラインレベルや巻き尺等の計測機器類は

中央南側の棚に置かれている。雑多に見える中にも在庫管理はある程度できてい

る。 

LBT 用資・機材はこのストールの他教室横の倉庫と、教室棟西側に置かれたトレ

－ラーに積まれたブリキの箱の中にも入れられており分散している。また、随時

教材としても利用されており、頻繁な出し入れが行われている。ハンドツールの

大部分が消耗品でもあることから、厳密な管理の困難さが予想できる。 

④ドミトリー、宿舎 

ドミトリーには、シャワー、トイレを共用する個室が 15 室有り、別に宿舎として

2 人部屋への転用も可能なシャワー、トイレ付きが 2 棟、8 室ある。合計 23 人（最

大 31 人）まで宿泊可能でこれまでの講習では不足したことは無かった。今後開講

コースが増え全体の受講生が増えた場合でも、ある程度まではコースの期間設定

を前後させ、あるいは、実地訓練へ派遣するなど重複の回避は技術的に可能であ

り、しばらくは、現有規模の施設を適時補修や改修を行って有効利用することに

より対応可能と判断される。 

一つの棟に男女受講生が宿泊することの問題（ジェンダー）を指摘する声が ATTI

側からは聞こえていたが、これまで女性受講生は少なく、受講生時自体の絶対数

が少ないこともあって問題が表面化することはなかった。女性受講者の数に応じ

て宿泊する部屋の位置や棟を割り当てる等の方法により回避でできる場合が多い

と思われる。 
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⑤食堂 

講師、職員に昼食を提供し、時間をずらして受講生にも食事を提供している。ま

た、食堂用の椅子、机とは別に、娯楽のためのテレビ、ビデオと観賞するコーナ

ーを設けている、但し対応できる数はいずれも 15 名程度までで、キッチンの規模

も含め絶対数は不足している。 

3.3.4 施設整備の方向性 

（１） 将来的な施設整備のあり方 

ATTI を訓練施設として考えた場合、木造建物をブロック積み等に改修することに

より耐火性や耐久性を向上させて現在以後の使用目的に添う形で改修することが

望ましい。 

但し、改修を図る場合でもその前提条件として、まず建物施設を含めた ATTI の敷

地内における配置と規模、種類､仕様に係る一貫性があり、かつバランスの取れた

全体計画が必要で、その妥当性の検討の後に各パートの優先順位に基づく整備が

進められる必要がある。整備の優先度が高い建物としては、当面教室（木造、1

室のみ）と食堂（木造、調理場は屋外）が挙げられる。 

（２） 本プロジェクトと施設整備 

ATTI が国家的な LBT のトレーニング施設として認められ、多くの受講生を受け入

れてゆく上では、需要の拡大に応じて施設の充実を図り、利便性や快適性、安全

性を確保してゆくことが重要である。しかし、LBT 適用拡大プログラムは堵につ

いたばかりであり、需要の増加拡大は不確定で、整備の基本である施設整備の全

体計画も存在しない。 

また、本プロジェクトの中に施設整備を取り込むには、新カリキュラム開発や需 

要喚起と LBT 適用拡大との時間差を考慮する必要がある。 

不十分ながらも相応に管理された現有施設が現在規模の受講生を賄えており、ま

た、スタッフの規模や能力、既存講習コース内容、カリキュラム開発の進捗予測

等からも、今後しばらくは受講生の急速な増加は望めない。このような状況下で

の新規施設建設は、リスクを伴なうものであり慎重に対応すべきである。 
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第4章 協力への提言 

本章における提言は、事前評価調査での協議結果及びその後の R/D 協議の結果を

踏まえたものとなる。 

4.1 協力対象範囲 

4.1.1 対象地域 

タンザニア国全体を網羅。実施機関の ATTI は、タ国の南西部（マラウイ・ザンビ

ア国境近く）に位置し、首都からも、また他の地域からもかなり離れたところに

位置するため、ATTI での研修そのものに参加するにあたり困難も予想される。よ

って、ATTI での研修に参加できない地域・機関を対象としたモバイル研修の実施

も検討することとしている。 

4.1.2 裨益者 

（直接裨益者） 

ATTI スタッフ（現在総勢 30 名）、ATTI 研修受講者（地方自治体職員、民間建設業

者、コンサルタント、タンザニア道路公社(TANROADS)、コミュニティグループ） 

（間接裨益者） 

LBT による道路事業が行われる地域の周辺住民 

4.2 実施体制 

プロジェクトの管理、監督機関は、タ国インフラ開発省となり、同省次官がプロ

ジェクトダイレクターとして、全体的な管理・調整の責任を負い、実施機関であ

る ATTI の校長がプロジェクトマネージャーとして、関係機関との調整を含めた事

務的・技術的な管理・調整の責任を負う。 

4.3 協力の内容 

4.3.1 上位目標（及びスーパーゴール） 

「LBT 研修受講者（地方自治体職員、民間建設業者、コンサルタント、タンザニ

ア道路公社、地域社会等）が実際に LBT を用いた道路工事の計画・施工・維持管

理ができるようになる。」 

を上位目標とした。これは、本プロジェクトの実施の結果、LBT の適用がさらに

拡大することを期待している。 

また、本プロジェクトの延長線上にある最終的な長期目標（スーパーゴール）は、
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「インフラ投資による雇用創出や、地域資源の最大限の活用など道路事業におけ

る LBT 適用によって、適切な地方道路網の整備・維持管理がなされ、タンザニア

国における経済発展並びに貧困削減に寄与する」と設定する。 

4.3.2 プロジェクト目標・成果・活動 

プロジェクト目標は「タンザニア国道路事業における LBT の国家研修機関として

必要なキャパシティ（研修実施機能及び総合調整機能）が ATTI に備わる。」こと

である。LBT を推進するに当たっては、まず何よりその実施体制を確立し、さら

に関連する人的資源の育成が図られる事にある。 

プロジェクト目標の達成度を測る指標については、次のような指標を設定するこ

とが可能である。 

・ ATTI によって行われた研修コース数とその研修受講者数 

・ ATTI への視察・訪問者数や ATTI への問い合わせ件数 

・ 研修受講者及び関連機関からの評価結果 

・ LTB 研修カリキュラムやモジュールの標準化 

・ 「LBT 適用拡大計画」における ATTI の評価結果 

次に、本プロジェクトの成果及び活動を見てみる。 

成果はプロジェクト目標を達成するためにプロジェクトが実現しなければならな

い事項である。本プロジェクトにおける具体的成果については、以下の 2 つが実

現する事を想定する。以下の２つの成果が適切な状態で達成されることによって、

上述のプロジェクト目標を達成することが可能となる。1 つ目の成果は、「LBT 研

修実施体制の確及び LBT 研修実施」であり、2 つ目の成果は、「LBT の認知促進と

ATTI と外部環境の整備・強化」である。この２つの成果から明らかなように、ATTI

内部及び外部環境双方の整備あるいは確立が行われることによって、ATTI という

「組織・機関」が、プロジェクト目標で求められる機能や能力を構築するに至る

ことを示している。 

成果 1： ATTI 内に LBT 研修を実施する機能が十分に備わり、恒常的な実

践研修が実施されるようになる。 

成果 2: タンザニア国において、LBT の認知促進にかかる先導的な役割を

果たし、関連機関との中核機関となる。 

最後に、上で述べた２つの「成果」を達成するに必要な活動は、以下の通りであ

る。 
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（１） 「成果１」に対する活動 

1-1. 質の高い研修実施のために、組織体制の見直し及びスタッフに対する能力

強化（マネジメント及び研修講師）を行う。 

1-2. 研修ターゲット並びに関連協力機関の特定及びLBT研修ニーズアセスメン

トを通じて、研修カリキュラム、シラバス及び年間研修計画を改訂・開発

し、必要な研修教材を作成する（事前評価調査の結果を参考）。 

1-3. 研修ニーズに応えるためのモバイル研修ユニット（Mobile Training Unit）

を立ち上げ、モーバイル研修に係る戦略を策定し、その実施計画を立てる。 

1-4. 毎年の研修プログラムを実施する。 

1-5. 研修のモニタリング・評価システムを開発し、実施する。さらに、その結

果を必要に応じて、研修にフィードバックする。 

（２） 「成果２」に対する活動 

2-1. ATTI における LBT 普及・促進のためのユニットの立ち上げ支援を行う。 

2-2. 外部関係諸機関（技術教育機関、民間業者登録機関、認証機関等）との調

整及び関係強化を図る。 

2-3. 国内外のＬＢＴ利用に係る知見や経験を収集し、蓄積する。 

2-4. 公共及び民間セクターの地方道路事業の実施主体に対して、ＬＢＴの啓蒙

普及教材を作成する。 

2-5. ターゲットとする相手先に対して、ＬＢＴの理解キャンペーンやセンシタ

イゼーションセミナーを実施する。 

4.3.3 投入 

（１） 日本側投入 

• 専門家の派遣（派遣分野として想定されるのは、「組織運営」、「カリ

キュラム開発／教材作成指導」、「研修モニタリング・評価」 

• 研修実施に必要な資機材、車輌供与（管理倉庫を含む）→なお想定さ

れる機材としては、教材関連図書、実地研修用機材等が考えられる。 

• ATTI スタッフに対する研修実施→主に、研修講師に対する研修手法や

トレーナー・トレーニング（TOT）が考えられる。さらに、本邦研修

も、一例として、ATTI 校長に対して、PCM 手法や組織マネージメント

向上にかかる研修、さらには独立法人化にかかる運営管理手法なども

想定。 
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（２） タンザニア側投入 

• カウンターパートの配置(プロジェクト・マネージャー、その他プロ

ジェクトスタッフ（研修スタッフ及び総務・秘書スタッフ) 

• 施設及び資機材の提供（ATTI における土地、建物並びにプロジェクト

施設、インフラ開発省本省とのリエゾン･オフィス） 

• 人件費、雑費、研修費等、ATTI 運営に係る経常経費 

• 資機材・車輌・施設維持管理予算 

• 国内の他機関との折衝及び調整（合同調整委員会の設置・運営を含む） 

• 専門家の執務室及び電話 

4.4 外部条件の分析と外部要因リスク 

前提条件と外部条件について以下に示す。 

本プロジェクトは、自然災害等の予見不能な変動要因はないものの、「組織構築・

人材育成・能力強化」主体の協力であることから、次のような条件が大きくプロ

ジェクトに対する影響すると想定される。 

4.4.1 前提条件 

まず何より、「ATTI 及びプロジェクトに対する予算が今まで同様、引き続き優先

的に執行され、政府の支援が得られる」ことが挙げられる。昨年度、ATTI に配布

された予算を見ると、執行に遅れはあるものの、計画案に対して 6 割を超える執

行率であり、必要な活動への予算配分がなされていることは本調査でも明らかと

なっており、現行、LBT 推進の政策が維持され、かつ他ドナー（特に NORAD によ

る NRTP 支援）の支援によって、予算が優先的に配分されてきていることから、プ

ロジェクトの開始に影響を及ぼすことは現行の状況ではないと考えられる。 

4.4.2 「活動」から「成果」に達する段階で発生する外部条件 

「ATTI で実施される LBT 研修コースへの参加にかかる地方自治体の財源・予算が

確保される。」 

何より重要なのは、研修実施に係る受講生の参加費用の確保であり、原則として、

参加者負担を想定している。よって特に本プロジェクトのターゲットである受講

生の多くが所属する地方自治体からの財源・予算の確保が求められる。幸い

PMO-RALG 始め地方自治体に係るプログラムが進行中であり、能力強化コンポーネ

ントも重要な要素の１つとなっており、LBT研修参加の可能性は大きいといえる。

ただし、まだ現在の段階では、どの研修に参加するか、あるいは予算額や費用負

担状況については不透明であり、プロジェクトとしてもその動向に注視し、場合



 
 
タンザニア国 LBT 研修能力協力プロジェクト 
事前評価調査・実施能力調査報告書 
 

 40 

によっては ATTI での研修の広報さらには、研修参加への働きかけをしていくこと

も必要である。 

4.4.3 「成果」から「プロジェクト目標」に達する段階で発生する外部条件 

本条件として３つ、「LBT 適用拡大プログラム（TULS）が予定通り進捗し、研究開

発（R/D）が拡充され、強化される」、「研修受講生が離職せず、研修成果が活用さ

れる」、「NRTP(国家道路運輸プログラム)が予定通り実行され、特に PMO-RALG の役

割として、地方道路網ネットワークの整備や関連機関との調整が行われる」。 

まず TULS については 2004/2005～2008/2009 の 4 年間のプログラムが進行中であ

り、活動に遅れを生じているものもあるが、予算は初年度計画通りの配分がなさ

れている（2005/2006 年度、タンザニア政府 400 百万シリング、NORAD、800 百万

シリングのコミット）。このプログラムでは、大きく３つのコンポーネント、

LBTU(LBT ユニット：政策普及、関係機関との調整機能)、LBT 研修（ATTI でのも

の）、さらに技術開発に分けられる。本プロジェクトはこのプログラムと整合性を

保っており、プロジェクトは、このプログラムのうち、とりわけ ATTI で実施され

る研修機能に焦点を当てている。よって、このプログラムの予定通りの進捗（予

算執行と活動進捗、活動および成果のモニタリング・評価）や、さらに研究開発

（R/D）の拡充が本プロジェクトを支えることになる。その他の外部条件を見てみ

ると、研修受講生が研修成果を実務、現場に活かしてもらえないと、本プロジェ

クトの上位目標が達成されないのは自明であり、また一方、地方道路の維持管理

を行う「PMO-RALG」の役割、責務は大きく、ATTI での研修の主要ユーザーである

ことから、本プロジェクトの署名者（ウイットネス）として、また合同調整委員

会（JCC）の主要メンバーとして位置づけたのもそうした理由からである。 

4.4.4 「プロジェクト目標」から「上位目標」に達する段階で発生する外部条件 

「タ国において LBT にかかる国家フレームワークが策定され、かつ政府の上層部

始め、その LBT 政策に対する政府の強固な強力な支援が続けられる」が外部条件

として設定された。 

現行の課題として、LBT の利点や優位性がまだまだ認識されていない、あるいは

誤った認識を持つ者もいるため、プロジェクト期間中、特に政府の上層部や幹部

に LBT に対する正確な理解をしてもらい、政策や計画に反映させることは本プロ

ジェクトの成果を広く波及させるためには重要な条件である。 
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4.4.5 「上位目標」から「スーパーゴール」に達する段階で発生する外部条件 

「Roads Fund から、TANROADS 並びに PMO-RALG に対して、道路メインテナンスの

予算がタイムリーに投入される」が設定された。 

当国で、LBT 適用によって、道路が建設あるいは維持管理される際に、労働雇用

や地域の資源の活用が図られ、また地域住民（農民）がものやサービスを受ける

ための大事な「みち」にアクセスできる、すなわち市場アクセスの改善を通じた

地域の活性化や経済的なメリットがあるものの、道路網の維持管理にかかる予算

が投入されないことには、本目標は達成できず、本プロジェクトでは制御できな

いので、このような外部条件が設定された。 

4.5 協力全体行程 

JICAによるプロジェクト協力期間は2006 年 5月から2010 年 3月までの4ヵ年を

予定する。また、本プロジェクトの実施期間中、タンザニア及び日本側はプロジ

ェクトの実施状況を定期的にモニターし、その結果を踏まえて必要に応じて、プ

ロジェクトの設計、活動計画、目標数値を修正することとする。なお、本プロジ

ェクトでは、4 年間という期間なので、プロジェクトの中間時点（２年次の後半）

において、タンザニア側及び日本側合同で、評価が行われる予定である。 

4.6 協力実施上の留意点 

4.6.1 ローカルコスト負担能力への配慮 

JICA 国別事業実施計画で指摘されているように、同国の国家財政は依然として逼

迫していることから、ローカルコスト負担能力を考慮し、多額の経常経費を必要

とする案件の実施を極力避ける等、恒常的な財政の逼迫を考慮した案件形成を行

う必要がある。よって相手側から要望のある施設改修始め投入予算についても慎

重に対応し、またタ側の自助努力を促す必要あり。この点、当該分野において、

Road Fund に加えて NORAD 等ドナーが支援を行っている NRTP からの資金の道が開

けており、タ国側もその予算を活用することを念頭に置いていると思われるので、

極端な心配は必要ないものの、その動向や予算の配分、執行率、さらには活用の

仕方を注意深く見守る必要がある。 

4.6.2 研修ニーズに応じた研修計画の策定と施設整備 

今後、予想される研修対象者はかなり広範囲で、そのニーズも大きく、かつ多様

である。よって、ATTI 側としては、想定されるニーズの大きさを持って、研修計

画を立て、それに応じた施設の整備を行いたいとの要望を持っている。ただし、

まだ現行では ATTI で短期コースを年２回開催しているにとどまっており、現行の
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研修実績と将来予想される研修ニーズとのギャップがかなり大きいことから、そ

のギャップを一度に埋めるのではなく、研修を行える実施体制を整え、できる範

囲のキャパシティから始めていく必要があると判断される。よって、ATTI が想定

している研修施設（教室、ドミトリー、カフェテリア、図書室、さらに講師控え

室など）の整備について、我が国の支援による投入並びにタ側の投入については、

双方の納得の元、慎重に計画を進めていく必要がある。 

4.6.3 ATTI の地理的条件 

実施機関として、ATTI はその研修場所としてダルエスサラームから車で 9～10 時

間ということもあり、遠く離れた地方からの参加者についてどう対応するか、モ

バイル研修の要望もあるところ、まずは研修ニーズの正確な把握を行い、ニーズ

に基づいた研修を行う必要がある。 

4.6.4 相手国機関の権限と役割の明確化 

本件実施に係り、インフラ開発省並びに ATTI 各機関の責任及び権限につき、既に

協議し、ある程度明確にしているものの、ATTI が独立研修機関として独り立ちす

るまでには相当時間がかかると予想されるので、まずは、合同調整委員会始め、

実施体制及び監督・モニタリング体制を構築する必要がある。 

4.6.5 政策的な位置づけ 

当該プロジェクトの上位に位置する LBT 適用プログラムと、本プロジェクトとは、

その目的や方向性、さらには活動など殆どすべての面で整合しているが、実施期

間としては、プログラムのほうは、2005～2009 年の期間でもあり、本プロジェク

トより約 1 年前にプログラムを終了予定のため、本プログラムの進捗とその成果、

さらにプログラム期間終了後の政策並びに予算の継続性について、注視していく

必要がある。 

4.6.6 LBT 普及・促進活動 

当プロジェクトで研修の計画・実施・評価とともに、重きを置いているものに、

LBT の普及・促進活動が挙げられる。これは、まだまだ国内にて、LBT の適用につ

き、深い理解を十分得られていない、あるいは浸透していないという現状からで

ある。プロジェクトでは ATTI 側と十分協議の上、本活動を担当するユニットを立

ち上げることを計画している。 
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4.6.7 他ドナーの動向と調整 

本件実施に係る特別な懸念は現行ないものの、関連するドナーとの意見交換、連

携、調整は欠かせない。さらに、LBT 適用あるいは組織・制度の能力強化といっ

た面において、ILO 始め、関連ドナーと意見交換を行い、援助協調の側面を強調

し、連携・調整体制を整えることは、案件の効率性や効果拡大のみならず、プロ

ジェクトの Transparency、我が国の協力の意図・目的を知らしめる点でも必要と

思われる。 

4.6.8 他の JICA 協力との連携及び教訓の共有 

同国において、我が国は、「道路メインテナンス監理能力支援プロジェクト」を実

施中であり、本プロジェクトは、TANROADS を C/P 機関とし、この TANROADS でも

LBT の活用が謳われ、マニュアル等の作成が行われていることから、当案件との

協調を視野に入れることは我が国の協力の効率性あるいは相乗効果を狙うことか

らも肝要である。 

 

以上
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